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文献数

• 産業・経済活動分野
今回：203件（前回から+98件）

• 国民生活・都市生活分野
今回：318件（前回から＋197件）

• 文献数は増加してはいるが、他の分野と比較すると十分ではない。
このため、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に
沿った企業による情報開示（将来シナリオに沿って、脱炭素社会
の実現に向けた移行リスクとともに、気候変動影響である物理リ
スクを各企業が独自に評価）や自治体等の報告書なども利用。
 TCFDによる企業の情報開示については、国立環境研究所 気候変動適応情

報プラットフォーム（A-PLAT）の以下を参照。
 https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/tcfd/index.html
 https://adaptation-platform.nies.go.jp/moej/tcfd-scenario-analysis/case-study/
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産業・経済活動分野における評価結果
（気候変動影響評価報告書総説（2025年度版）より）
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（ ）内の*～***は確信度のレベルを示す。
★：第3次影響評価報告書で新たに追加された小項目。 



国民生活・都市生活における評価結果
（気候変動影響評価報告書総説（2025年度版）より）
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（ ）内の*～***は確信度のレベルを示す。
★：第3次影響評価報告書で新たに追加された小項目。 



6第３次気候変動影響評価報告書（概要資料）より



7第３次気候変動影響評価報告書（概要資料）より



産業・経済活動分野における影響の概略図
（気候変動影響評価報告書総説（2025年度版）より）
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国民生活・都市生活分野における影響の概略図
（気候変動影響評価報告書総説（2025年度版）より）
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今後の産業・経済活動分野／国民生活・都市生活分野
における課題
• 文献（研究）数が増えたとはいえ、他の分野と比較すると十分では
ないため、評価が困難であった。
他の分野と比較して重大性のレベルが低いことは、産業・経済活動分野／国

民生活・都市生活分野での影響が重大でないことを示すのではない。

産業・経済活動や国民生活・都市生活に関する気候変動影響の基礎的な研
究の推進が必要。

企業や自治体等による報告書も重要な情報源。

• 個別の直接的な気候変動影響に加えて、複合的、間接的な影響
の評価も必要となる。
影響の概略図から、他分野や海外における気候変動影響を通じて、経済活

動や生活に影響が生じることもある。

実際の影響は、複合的に生じることもある。

安全保障やサプライチェーンの観点からの評価は、IPCCや海外では分析され
ているにもかかわらず、国内の分析は不十分。
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